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資 料 １



令和元年改正の概要



これまでの消費者保護ルール強化の経緯

○ 電気通信事業の利用者を保護するための規律（利用者保護規律）としては、電気通信事業法（昭和59年法
律第86号）の平成15年改正において、事業の休廃止に係る周知、提供条件の説明及び苦情等の処理の義
務を電気通信事業者に課す規定が設けられた。

○ その後、社会情勢の変化等を踏まえて、順次規定の充実が図られてきた。

平成１５年
（２００３年）

提供条件の説明義務 苦情等の処理義務

平成２７年
（２０１５年）

契約書面の交付義務 初期契約解除制度

不実告知等の禁止 勧誘継続行為の禁止

代理店への指導等措置義務

事業の休廃止に関する周知義務

平成３０年
（２０１８年）

業務の休廃止に関する事前届出制導入・周知義務の強化

自己の名称等又は勧誘である旨
を告げずに勧誘する行為の禁止

令和元年
（２０１９年）

利用者の利益の保護のため支障を生ず
るおそれがある行為の禁止（省令委任）

提供条件の説明義務の強化

令和４年
（２０２２年） 解約時に請求できる金額の制限（省令）

利用者が遅滞なく解約できるようにするための
措置を講じないことの禁止（省令）

令和元年電気通信事業法等改正（今回の検証の対象）

令和４年電気通信事業法施行規則等改正
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代理店届出制度の導入



令和元年 電気通信事業法の改正内容（消費者保護ルール関係）

○ モバイル市場の競争の促進及び電気通信市場の環境の変化に対応した利用者利益の保護を
図るために、電気通信事業法の一部を改正（令和元年10月施行）。

モバイル市場の
競争の促進

■ 事業者間の競争が不十分
☜ 大手3社による寡占（シェア9割）
☜ 端末代金と通信料金が一体化し、
利用者に分かりにくく不公平。

■ 競争を促進するための基本
的なルールを整備

○ 通信料金と端末代金の完全
分離、期間拘束などの行き過
ぎた囲い込みの是正のための
制度を整備。

事業者・販売代理店の
勧誘の適正化等

■ モバイル・FTTH等の苦情・相談
は高い割合で推移

■ 利用者の利益の保護のための
ルールを強化

○ 自己の名称等を告げずに勧
誘する行為等を抑止することで、
利用者利益の保護を強化。

○ 禁止行為の省令委任。

販売代理店への
届出制度の導入

■ 販売代理店への指導は一義
的には事業者に委ねられ、行政
の現状把握が不十分

■ 販売代理店の業務の適正性
の確保に資する制度を整備

○ 販売代理店に届出制度を導
入することで、販売代理店の不
適切な業務の是正の実効性を
担保。
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☜ 分野別の相談件数（2017年度）で見ると、
「ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ接続回線（FTTH含）」は3.3万件
（３位）、「移動通信ｻｰﾋﾞｽ」は2.4万件（８位）
（出典：全国消費生活情報ネットワークシステム（PIO-NET））

※ 赤囲いの中が当検討会の検討対象。

同法では、「法律の施行後三年を経過した場合において、この法律による改正後の規定
の施行状況について検討を加え、必要があると認めるときは、その結果に基づいて所要
の措置を講ずるものとする」とされている。



改正法附則第６条

○ 電気通信事業法の一部を改正する法律（令和元年法律第五号）

（施行期日）

第一条 この法律は、公布の日から起算して六月を超えない範囲内において政令
で定める日から施行する（※）。ただし、次条及び附則第五条の規定は、公布の日
から施行する。

※ 令和元年１０月１日から施行。

（検討）

第六条 政府は、この法律の施行後三年を経過した場合において、この法律による
改正後の規定の施行の状況について検討を加え、必要があると認めるときは、そ
の結果に基づいて所要の措置を講ずるものとする。
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事業者・販売代理店の
勧誘の適正化等の経緯・概要



6事業者・販売代理店の勧誘の適正化等の内容

（電気通信事業者の禁止行為）

第二十七条の二 電気通信事業者は、次に掲げる行為をしてはならない。

一 利用者に対し、第二十六条第一項各号に掲げる電気通信役務の提供
に関する契約に関する事項であつて、利用者の判断に影響を及ぼすこ
ととなる重要なものにつき、故意に事実を告げず、又は不実のことを告
げる行為

二 第二十六条第一項各号に掲げる電気通信役務の提供に関する契約
の締結の勧誘に先立つて、その相手方（電気通信事業者である者を除
く。）に対し、自己の氏名若しくは名称又は当該契約の締結の勧誘であ
る旨を告げずに勧誘する行為（利用者の利益の保護のため支障を生ず
るおそれがないものとして総務省令で定めるものを除く。）

三 第二十六条第一項各号に掲げる電気通信役務の提供に関する契約
の締結の勧誘を受けた者（電気通信事業者である者を除く。）が当該契
約を締結しない旨の意思（当該勧誘を引き続き受けることを希望しない
旨の意思を含む。）を表示したにもかかわらず、当該勧誘を継続する行
為（利用者の利益の保護のため支障を生ずるおそれがないものとして総
務省令で定めるものを除く。）

四 前三号に掲げるもののほか、利用者の利益の保護のため支障を生ず
るおそれがあるものとして総務省令で定める行為

自己の氏名等を告げずに
勧誘する行為の禁止

省令による禁止類型の
追加の可能化



○ 令和元年改正により、電気通信事業者及び販売代理店は、電気通信役務の勧誘に先立って、①「自己の氏名又は名称」又は
②「勧誘である旨」を告げずに勧誘する行為が禁止。
※ 販売代理店については、上記①、②又は③「当該勧誘に係る電気通信役務を提供する電気通信事業者の氏名又は名称」を告げずに勧誘

する行為が禁止。

背景 改正内容
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PIO-NET
総務省

制度改正に至る電気通信サービスに係る苦情相談件数
（全国消費生活情報ネットワークシステム（PIO-NET）及び総務省）

モバイル・FTTH分野に関する利用者からの苦情・
相談が高い件数で推移してきた。

利用者の利益の保護のためのルールを強化し、既
存の利用者保護規律で対応できない課題に対処。

 電気通信事業者又は販売代理店について、電気通

信サービス※の勧誘に先立って「自己の氏名若しく

は名称」又は「勧誘である旨」を告げずに勧誘する

行為を禁止。

 苦情・相談の要因には、既存の利用者保護規律で対
応できない次のような行為がある。
・ 勧誘主体等について誤解を与える勧誘
・ 勧誘目的であることを明示しない勧誘

→ 利用者のニーズに応じたサービス選択を阻害
利用者の誤解を招く不適切な勧誘の是正

自己の氏名等
を告げない

勧誘

勧誘である

ことを告げない
勧誘

【苦情の例】
「大手通信事業者からの電話だと思い契約したが、別の事業者だったので解約したい」
「契約プランの変更と思ったら別会社との契約になっていた」

2012       2013 2014 2015 2016 2017 

 違反した場合は業務改善命令の対象

１ 電気通信事業者及び販売代理店に対する禁止行為
（１） 自己の氏名若しくは名称又は勧誘である旨を告げずに勧誘する行為（法第27条の２関係）①

※ 電気通信事業法第２６条第１項各号の電気通信役務（携帯電話端末サービス、
ＣＡＴＶアクセスサービス、ＦＴＴＨアクセスサービス、ＩＳＰサービス、電話、ＰＨＳ
等）が対象
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○ 各事業者等（※）において、改正電気通信事業法の施行を踏
まえ、改めて販売代理店等への再周知、トークスクリプト等の説
明ツールへの記載の明確化等を実施。

○ 現場において勧誘時の音声を代理店に録音させた上で、定
期的に事業者側で確認している事例も見られる。

※ 主要なFTTH事業者及び（一社）テレコムサービス協会ＦＶＮＯ委員会

１ 電気通信事業者及び販売代理店に対する禁止行為
（１） 自己の氏名若しくは名称又は勧誘である旨を告げずに勧誘する行為（法第27条の２関係）②

59.9%
34.2%
33.8%

7.6%
1.5%
3.0%

Ⅱ．締結前の勧誘段階
Ⅳ．締結後の段階
Ⅲ．締結時の段階

Ⅴ．契約の締結過程のいずれにも関わる
Ⅰ．締結前の誘引段階

その他（不明）

苦情原因の発生時点

勧誘段階での発生要因 N=1899

苦情の分析結果

■ 改正前後の苦情の分析結果を比較すると、発生時点、発生要因のいずれについても、令和元年改正で導入した勧誘行為規制に関連する苦情（締
結前の勧誘段階での苦情、不実告知、又は事実不告知等）の割合が減少しており、制度改正は一定の効果が出ているものと評価できる。

■ 平成29年時点で、サービス別内訳でもっとも苦情の多かったFTTH事業者における対応を見ると、改正法の施行を踏まえた取組を行っている。

FTTH事業者における対応

改正時 現在

（第５回モニタリング定期会合（平成３０年６月２８日開催）資料５－１－１より抜粋）

5.6%

6.8%

9.7%

13.0%

29.9%

45.3%

51.2%

⑩勧誘時その他

⑨勧誘目的を明示しないことが要因であるもの

④勧誘を受ける意思がないのに勧誘を受けたことが要因である…

⑤契約を締結しない、勧誘の継続を希望しない等の意思表示…

⑧勧誘主体等を明示しないことが要因であるもの

⑥利益が生ずることが確実であると誤解させる断定的判断を提…

⑦故意に事実を告げず、不実のことを告げたことが要因であるもの

⑪勧誘時その他

33.2%

25.5%

21.1%

21.1%

20.0%

8.2%

6.0%

5.8%

⑥断定的な案内による勧誘

⑦不実告知、又は事実不告知

⑧虚偽告知による勧誘

⑨誤解を与える勧誘

⑪勧誘時その他

④不要な勧誘（継続勧誘は除く）

⑩勧誘目的であることを告げない勧誘

⑤継続勧誘

N=1269N=3323

N=365

57.5%

40.9%

22.5%

13.2%

2.8%

2.3%

Ⅳ.  締結後の段階
Ⅱ.  締結前の勧誘段階

Ⅲ.  締結時の段階
Ⅴ.  契約の締結過程のいずれにも関わる

Ⅰ.  締結前の誘引段階
その他（不明）

⑤継続勧誘

⑥断定的な案内による勧誘

⑦不実告知、又は事実不告知

⑩勧誘目的であることを告げない勧誘

④不要な勧誘（継続勧誘は除く）

⑧勧誘主体等を明示しないことが要因であるもの



背景 改正内容

省令による禁止類型化の追加の可能化
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■ モバイルFTTH分野を中心に利用者から
の苦情・相談が高止まり。

■ その他の分野でも一定の苦情が存在

■ これまでに随時法改正によるルール整
備をしてきたものの、苦情につながる不適
切な行為が多様化。

■ 苦情につながる不適切な行為の状況等
に応じて、機動的に制度的な対応を行うこ
とができるよう、「利用者の利益の保護の
ため支障を生ずるおそれがあるものとして
総務省令で定める行為」を禁止することが
できるよう制度を創設。

■ 令和4年７月施行の電気通信事業法施行規則において、下記の事項を禁止行為として追加。

・ 遅滞なく解除できるようにするための適切な措置を講じないこと
・ 契約の解除に伴い、所要の額を超える金額を請求すること



10遅滞なく解除できるようにするための適切な措置を講じないことの禁止の背景・内容
～利用者が遅滞なく解約できるようにするための措置を講じることの義務化～

改正前

○ 特段の合理的な事情がある場合を除き、利用者
が遅滞なく解約できるようにするための適切な措
置を講じることを義務化。

特段の規定なし

改正後

＜具体的な措置の例＞
（１）ウェブ解約
（２）オペレーターを十分に配置して電話により

遅滞なく解約
（３）解約の予約
＜禁止される行為の例＞
（１）契約手続と比較して解約手続の電話が繋が

りにくい
（２）利用者が望まない引き止め

 2020年度上半期から感染が拡大し始めた新型コロナウイルスは生活の様々な場面に影響を与えた。電気通信サー
ビスに対する苦情相談のうち、新型コロナウイルスに関連する件数としては2020年４月、５月が多く、その後は
右肩下がりの状況となっていた（35ページ参照）。

 新型コロナに関連する苦情項目としては「解約の条件・方法」に関する苦情相談が最も多く、その中でも「解約の
方法（解約の申出方法等）」に関する苦情が多い。また、発生要因としては、「電話応答」に起因すると考えられ
る苦情相談が最も多く、「契約解除の手続」、「申告者の認識との不一致」が続いており、感染拡大に伴う事業者
側の体制変更等が、解約に時間が掛かる等の苦情に影響していたものと思われる（33ページ、34ページ参照）。

本年7月施行の規則改正において、利用者が遅滞なく解約できるようにするための措置を講じることの義務化



11契約の解除に伴い所要の額を超える金額を請求することの禁止の背景・内容
～解約に伴い請求できる金額の制限～

○ 大手携帯会社等が提供する主な移動電気通信サー
ビス
→違約金等の上限は1000円（税抜）

○ それ以外の事業者が提供する電気通信サービス
→違約金等の規制なし

○ 全ての事業者が提供する一般消費者向け電気通信
サービス

→違約金等の上限は月額利用料相当額※

改正後改正前

○ そのほか、解約時に請求できるもの
（１）サービスの対価（未払い利用料）
（２）固定インターネットの工事費等

※ 利用期間に応じて低減した残存分。
→ 契約期間後は請求不可

（３）利用者都合により実施する工事等の費用（全額）
（４）レンタル物品の未払い使用料等

※ 壊された場合、返却されない場合
→物品ごとに再調達価額まで請求可

ただし、当分の間、次の契約については適用除外。
①2022年6月30日までに締結された契約（既往契約） ②既往契約の更新契約
③既往契約の範囲内で利用者の求めにより変更された契約 ④既往契約を軽微変更した契約

※ 大手携帯会社等が提供する主な移動電気通信サービスについては、現行
規定も併存するため、1000円（税抜）と月額利用料相当額のどちらか低
い方が上限となる。

 期間拘束契約に関しては、契約から離脱したいと考えても高額な違約金の存在により解約ができず、トラブルに至るといったケース
が生じている。
※例えば、2020年度の苦情相談の件数では、「解約の条件（解約費用等）」の占める割合は、MVNOサービス（クラウドWi-Fiサービスを除く。）においては18.0％、

MNOサービスにおいては9.3％、FTTHサービスにおいては12.0％等となっており、調査をした全てのサービスにおいて比較的高い割合 となっていた。
本年7月施行の規則改正において、解約に伴い請求できる金額の制限を導入



届出制度の経緯・概要



届出制度の経緯

○ 通信サービスに係る苦情・相談は多いが、販売代理店への指導は一義的には通信事業者に委ねられ、行政の現状把握が不
十分であった。

○ 二次、三次販売代理店の存在等のため、通信事業者による指導も行き届かないものもあった。
○ 販売代理店の業務の適正性の確保を図るため、販売代理店についての事前届出制度を導入。

販売代理店の契約関係のイメージ

制度導入前 制度導入後

 行政が販売代理店を迅速・的確に把握する手段が

ない。(電気通信事業者（携帯電話サービス、FTTHサービス等を提供す

る者のうち契約者数１万以上の者）からの報告により一部のみ把握）

 一定の通信サービス※の契約の締結の媒介等の業

務を行う販売代理店について、総務大臣に対する

事前届出制度を導入。
※ 携帯電話サービス、FTTHサービス、ISPサービス、電話サービス等

の一般向けサービス

販売代理店への指導は一義的には事業者に委ね
られており※、行政の現状把握が不十分。

販売代理店の業務の適正性の確保を図るため、行
政が販売代理店を直接把握するための制度を整備。

 販売代理店の迅速・的確な把握により、消費者保護
規律の適切な履行の監督及び当該規律の違反に係
る業務改善命令の円滑な執行を担保。

※ 電気通信事業法第27条の3（後の改正により現行は第２７条の４）において、
電気通信事業者は、委託先の販売代理店の業務の適正かつ確実な遂行を
確保するため、指導等の措置を講じなければならない旨を規定。
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届出制度の概要①（届出を要する者、届出を要する事項）

届出者を要する販売代理店の主な要件

○ 媒介等業務受託者（販売代理店）は、電気通信事業法第73条の２の規定に基づき、その業務を行う前に総務大臣に対して届

出を行う必要がある。また、届出事項に変更があった場合の変更届出や承継・廃止届出についても同様に届出が必要。

○ 届出事項は、販売代理店の情報以外に委託元及び電気通信事業者の情報、取扱う役務の種類、販売方法、再委託の有無等。

届出を要する者の典型例

① 携帯電話端末サービス等のいわゆるキャリアショップを運営する者

② ＦＴＴＨサービス等の電話勧誘を行う者

③ 携帯電話端末サービス、ＦＴＴＨサービス等の勧誘や契約手続を行う家電量販店

④ ＣＡＴＶインターネットサービス等の訪問販売を行う者

（１） 電気通信事業者又は販売代理店から委託を受けていること

(2) 携帯電話、FTTH、ISP等の電気通信役務（電気通信事業法第26条第１項各号に掲げる電気通信役務）を取り扱っていること

(3) 契約の締結の媒介等の業務（契約の締結の勧誘又は契約の申込みの受領等）を行っていること

届出を要する事項

(1) 氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代表者の氏名

(2) 取り扱う電気通信役務を提供する電気通信事業者の氏名又は名称及び住所

(3) 委託者の氏名又は名称及び住所

(4) 取り扱う電気通信役務の種類

(5) 自社及び(2)(3)の者の法人番号、連絡先、再委託の有無、販売方法（店舗販売、訪問販売、電話勧誘販売、通信販売等）
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届出制度の概要②（定期報告を要する事項）

○ 販売代理店のうち店舗販売又は再委託を行う者は、電気通信事業報告規則第４条の１１の規定に基づき、以下の事項を毎年度

終了後２ヶ月以内に総務大臣に対して報告する。

① 各年度末時点の営業所その他事業所で媒介等の業務（店舗販売）を行う者は当該営業所その他の事業所の所在地及び名称

② 各年度末時点で、当該媒介等の業務について再委託を行っている者は当該業務の再委託先の販売代理店の名称等

電気通信事業法第26条第１項第１号又は第２号に掲げる電気通信役務

＜媒介等の業務届出書の記入例と報告規則との関係＞

店舗販売を行っているか

媒介等の業務について再委託を行っているか

「媒介等の業務に係る電気通信役務の販売方法の別」のうち、「店舗販
売」に「○」をつけている場合は該当

「委託に係る再委託の有無」に「○」をつけている場合は該当

「媒介等の業務に係る電気通信役務」に記載の役務が、電気通信事業
法第26条第１項第１号又は第２号に掲げる役務の場合は該当
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販売代理店に課せられる
消費者保護規律の経緯・概要



販売代理店に課せられる主な消費者保護規律

規律事項 内容

①提供条件の説明義務
利用者と契約締結の媒介等をしようとするときは、料金その他の提供条件の概要

について説明をしなければならない。
また、提供条件の説明に用いる書面に届出番号を記載することも必要。

②不実告知・事実不告知の禁止
契約に関する事項であって利用者の判断に影響を及ぼす重要なものについて、

故意に事実を伝えないこと及び事実と異なる虚偽の説明を行うことを禁止。

③自己の名称等又は勧誘である旨
を告げずに勧誘する行為の禁止

電気通信役務の勧誘に先立って
①自己の氏名又は名称
②当該勧誘に係る電気通信役務を提供する電気通信事業者の氏名又は名称
③勧誘である旨

を告げずに勧誘する行為を禁止。

④勧誘継続行為の禁止
電気通信役務の契約を締結しない旨の意思あるいは勧誘を引き続き受けることを

希望しない意思を表示した場合、勧誘をした販売代理店がその同一の電気通信役務
の契約の締結の勧誘を継続することを禁止。

⑤通信料金と端末代金の完全分離
及び行き過ぎた囲い込みの禁止

移動電気通信役務の媒介等の業務について、以下の行為を禁止
・端末の購入等を条件とする通信料金の割引等の利益の提供を約し、又は第三者に

約させること。
・契約の解除を不当に妨げる提供条件を約し、又は他の届出を行った販売代理店に

約させること。

○ 届出を行った販売代理店は、消費者保護等のために電気通信事業法が定めている提供条件の説明義務、禁止行為等

の規律を遵守する必要がある。

※ これらの規律に違反した場合、業務改善命令の対象となる。（電気通信事業法第29条第２項第１号及び第73条の４）
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（参考）電気通信事業者及び販売代理店に課せられる消費者保護規律

規律事項（※１） 電気通信事業者 販売代理店

①提供条件の説明義務（事業法第26条、第73条の３） ○ ○

②書面交付義務（事業法第26条の２） ○ ー（※２）

③初期契約解除（事業法第26条の３） ○ ー

④苦情等の処理（事業法第27条） ○ ー（※２）

⑤自己の名称等又は勧誘である旨を告げずに勧誘する行為
の禁止（事業法第27条の２、第73条の３）

○ ○

⑥勧誘継続行為の禁止（事業法第27条の２、第73条の３） ○ ○

⑦通信料金と端末代金の完全分離及び行き過ぎた囲い込み
の禁止（事業法第27条の３、第73条の３）

○ ○

⑧代理店に対する指導（事業法第27条の４） ○ ー（※２）

○ 電気通信事業者及び届出を行った販売代理店は、提供条件の説明等の消費者保護規律を遵守する必要がある。また、

電気通信事業者による代理店に対する指導義務を踏まえ、代理店でも間接的に対応が求められる。

※１ 違反した場合、業務改善命令の対象。（電気通信事業者は、法第29条第２項、販売代理店は第29条第２項第１号、第73条の４）
※２ 販売代理店自体は書面交付義務、苦情等処理義務、代理店に対する指導監督義務の直接の対象ではないが、⑧代理店に
対する指導の内容として、電気通信事業者が義務を履行するため、代理店による契約書面の利用者への交付について、手順
等文書に記載することや、代理店業務に係る利用者からの苦情対応窓口の明示、苦情処理担当部署の設置、苦情案件処理手
順等の策定等の苦情対応体制が整備されるための措置を講じなければならないこと、二次以降の下位代理店へも適切な措
置が取られることを確保するための措置を講ずる等、間接的に対応が必要となっている。
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販売代理店届出の現状



販売代理店届出者数の推移

○ 販売代理店の届出数は令和元年10月の制度導入後、右肩上がりに増加し、令和3年度末時点で77,542者。

○ 特に個人の販売代理店が急激に増加。要因として、連鎖販売取引によるスキームを利用した一部の電気通信事業
者による個人の販売代理店の勧誘が考えられる。

13,374 16,324 17,890

11,365

35,440

59,652

24,739

51,764

77,542
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80,000

90,000

令和2年3月末 令和3年3月末 令和4年3月末

法人 個人等
※ 既に販売代理店の廃止届出を行った者は含まない
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届出情報の管理・電子システムによる届出の実現
（販売代理店電子届出システム）

○ 総務省では、受け付けた届出情報をDB化して管理している。

○ 文書により管轄内の総合通信局に対して届け出る方法のほか、販売代理店が直接インターネットを介した電子システムに
よる届出（新規・変更・承継・廃止）も可能。この際、届出番号の払い出し等についてもシステム上で電子的に行っている。

販売代理店
（約7.8万社）

販売代理店の迅
速・的確な把握に
より、法の規定の
適切な履行の監督
及びこれらの違反
に係る業務改善命
令の円滑な執行を
担保。

○×ショップ

システムログインに係るパスワードの発行

【紙による届出】

① 販売代理店たる
法人又は個人の名称・住所

② 取り扱う通信サービスの
事業者の名称・住所

③ 委託元の名称・住所
④ 取り扱う通信サービスの区分
⑤ 販売形態の別
⑥ 再委託の有無
⑦ 上記①～③の者の法人番号

【届出情報のデータベース化】

 セキュリティ強化
 ログ管理機能強化

【電子システムによる届出】
① 販売代理店たる

法人又は個人の名称・住所
② 取り扱う通信サービスの

事業者の名称・住所
③ 委託元の名称・住所
④ 取り扱う通信サービスの区分
⑤ 販売形態の別
⑥ 再委託の有無
⑦ 上記①～③の者の法人番号

【定期報告】
① 店舗の数、名称、所在地
② 再委託先の氏名又は名称、

住所及び法人番号
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届出事項の合理化
（他の手段で把握可能な軽微な変更の届出義務の緩和）

○ 令和元年に導入された販売代理店の届出制度は、法律事項として、販売代理店の委託元の事業者や上位
の販売代理店の「氏名又は名称及び住所」の変更となった時に変更届出が必要となっている。

○ 一方、事業者によっては多数（数百～）の販売代理店を持つものも少なくないため、委託元の事業者や販
売代理店の住所変更等の際に多数の届出を要する事態が生じている。

○ 委託元の事業者や上位の販売代理店の「氏名又は名称及び住所」等の軽微な変更の情報については、電気
通信事業者の変更届出等で把握が可能であるため、電気通信事業法の一部を改正する法律（令和４年法律第
70号）において、総務省令で定める軽微な変更については変更届出を不要とする旨の改正を行い、併せて総
務省令を改正。令和4年9月1日以降に生じた軽微な変更については届出不要となった。

改正の経緯・概要

○電気通信事業法施行規則（昭和60年郵政省令第25号）
（抄）

（媒介等の業務の届出等）

第39条 （略）

２～４ （略）

５ 法第七十三条の二第二項ただし書の総務省令で定める軽
微な変更は、同条第一項第二号又は第三号に定める事項の
みの変更とする。

６～９ （略）

条文

• 届出媒介等業務受託者と委託元電気通信事業者等

との間の委託関係の変更を伴わない、当該委託元電

気通信事業者等の氏名又は名称及び住所のみの変

更等を想定。

• 本改正により、委託元電気通信事業者等の氏名又は

名称及び住所の変更時に、同者から委託を受けた媒

介等業務受託者の変更届出提出は不要。

規定の趣旨

改正事項
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電気通信事業者 販売代理店
（一次代理店）

利用者

販売代理店
（二次代理店）

販売代理店
（三次代理店）

媒介の業務
委託

媒介の業務
再委託

媒介の業務
再々委託

販売代理店
（二次代理店）

販売代理店
（三次代理店）

販売代理店
（三次代理店）・

・
・
・
・

役務提供
契約の締結

契約締結の媒介

契約締結の媒介

契約締結の媒介

①氏名又は名称及び
住所の変更 ②氏名又は名称及び

住所の変更
③氏名又は名称及び

住所の変更

改正前 改正後

届出等の要否

電気通信事業者
一次販売代理

店
二次販売代理

店
三次販売代理

店

①の場合 要（※１） 要 要（※２） 要（※２）

②の場合 不要 要（※３） 要 不要

③の場合 不要 不要 要（※３） 要

※１ 電気通信事業法第１３条第４項又は第１６条第２項の変更届出

※２ 電気通信事業法第７３条の２第１項第３号の変更が生じた場合に限る

※３ 電気通信事業法第７３条の２第２項の変更届出

届出等の要否

電気通信事業者
一次販売代

理店
二次販売代

理店
三次販売代

理店

①の場合 要（※１） 不要 不要 不要

②の場合 不要 要（※３） 不要 不要

③の場合 不要 不要 要（※３） 不要

（参考）販売代理店の契約イメージ及び変更届出の要否の例

販売代理店の契約関係のイメージ

変更届出要否（例）
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届出情報の活用



届出情報を用いた事実関係の確認、業務改善の要請、行政指導等の実施

○ 販売代理店の媒介等業務が電気通信事業法令に照らして不適切と思われる事案について、届出情報
を活用して、随時、
・ 事実関係の確認
・ 業務改善の要請
・ 販売代理店への行政指導、電気通信事業者への代理店等指導監督義務違反による行政指導
等を実施。

販売代理店への行政指導 電気通信事業者への代理
店等指導監督義務違反によ
る行政指導（※）

携帯電話（MNO） 0件 １件

携帯電話（MVNO） 0件 １件

FTTH（FVNO含む） １件 ３件

ISP ３件 ３件

【令和2年４月以降の文書による行政指導の件数】

（※）電気通信事業者への代理店等指導監督義務違反による行政指導については、個別の販売代理店
への指導は行わず、電気通信事業者に対して消費者保護規律の遵守を求め、代理店の営業活動等につ
いて改善を求める行政指導を行ったものを含む。

上記に加え、事実関係の確認、業務改善の要請は、寄せられた苦情等の情報を踏まえ、随時行っている（件数
未集計）。
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届出情報の公表

○ 利用者等による販売代理店の情報の把握を容易にし、苦情・相談が発生した場合の円滑な処理に資
すること等のため、総務省のホームページ上で、届出を行った販売代理店の（ⅰ）名称、（ⅱ）届出番号、
（ⅲ）届出年月日、（ⅳ）法人番号（届出を行った販売代理店が法人の場合）を公表している。

利用者

届出情報（DB内の情報）
① 販売代理店たる法人又は個人の名称・住所
② 取り扱う通信サービスの事業者の名称・住所
③ 委託元の名称・住所
④ 取り扱う通信サービスの区分
⑤ 販売形態の別
⑥ 再委託の有無
⑦ 上記①～③の者の法人番号

提供条件の説明を受けた
販売代理店の届出情報を確認可能

※無届販売代理店等は事前に確認可能

下線部が公表情報

販売代理店による勧誘や説明等に
係る苦情申告等

販売代理店の届出情報確認

販売代理店
委託元電気通信事業者等を経由又は販売代理店へ直接連絡、改善を求める等

勧誘や説明等
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参考資料



電気通信事業法における消費者保護ルール（令和４年10月現在）

 電気通信サービスの料金の事前規制の原則廃止に伴い、2003年に消費者保護ルールを整備。
 サービスの多様化・複雑化を背景にして増加した苦情相談への対応や、消費者トラブルの防止のため、2015年以降

累次にわたり消費者保護ルールを強化するとともに、事業者の取組状況についてモニタリングを実施。
 2022年には、電話勧誘時の説明義務の厳格化、禁止行為規制の拡充（遅滞なく解約できるようにするための適切な措置を

講じないことの禁止、解約時に請求できる金額の制限）を実施（2022年7月1日施行）。

契 約 時

提供条件の説明義務 電話で意思表示をする
場合は、利用者が求めない限り
書面交付が必要（２０２２年７月施行）

不実告知等の禁止

ウソ
事実を告げない

×

契約書面の交付義務

×
勧誘継続行為の禁止

断ったにも関わらず、
執拗な勧誘

× ×

契 約 後

販売代理店に対する指導等の措置義務

苦情等の処理義務

トラブル苦情・相談

初期契約解除制度

事業者の合意なしに

解約可能

…

・名称
・料金
・内容

×

自己の名称等を
告げない勧誘の禁止

×
冒頭に会社名や勧誘
目的であることを告げ

ない勧誘

×

事前届出
定期報告

※ 「＊」記載のルールについて、法人契約（法人その他の団体である利用者とその営業（事業）のために又はその営業（事業）として締結する契約等）は、適用除外。

解 約 時

解約時に請求できる金額の制限（2022年7月施行）

遅滞なく解約できるようにするための適切な
措置を講じないことの禁止（2022年7月施行）

契約書面受領後

８日以内

✖ 月額利用料を超える違約金の請求

✖ 契約期間満了後の工事費残債・撤去費の請求

✖ 契約解除手数料の請求 など

＜「適切な措置」の例＞
ウェブ解約、電話オペレータの十分な配置、解約予約

＊

＊

＊

＊

＊

＊
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○ 2021年度上半期に全国の消費生活センター及び総務省で受けた苦情相談件数は、2020年度と比較して7.0％減少となり、

前年度に引き続き減少傾向となっている。

○ その一因として、2020年度から引き続き新型コロナウイルス感染症の拡大等により消費生活センターの一部で苦情相

談の受付け体制が変更となっていること、2021年度からPIO-NETにおける分類体系の一部が変更されたこと等が考えら

れることに留意する必要がある。

41,381 45,666 

64,550 
80,543 77,120 

68,681 68,483 71,277 64,934 
56,812 

6,811 
7,012 

6,952 

10,125 
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7,339 8,406 8,306 
9,413 

12,120 
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1,509 2,060 

7,665 
6,420 

6,188 
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87,248 
80,767 

75,120 
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10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

90,000

100,000

2012年度 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度

PIO-NET 総務省（電話） 総務省（Web）（件）

電気通信サービスに係る苦情相談総件数（年度別）（PIO-NET/総務省）

※１ PIO-NET登録分について、2012～2020年度は、各翌年度４月30日までに登録された件数。受付と登録には時間差があるため、件数は今後増減する可能性がある。
※２ PIO-NETにおける「電気通信サービスに係る苦情相談」とは、PIO-NET用の商品別分類「R81 電報・固定電話」、「R82 移動通信サービス」、「R84 インターネット通信サービス」のいずれかが

登録されたデータを指す。ただし、2021年度から分類体系の一部が変更され、「R84 インターネット通信サービス」の一部が集計の対象外となっている。
※３ 総務省受付分については速報値となる。また、2016年度以降の件数にはホームページでの受付分（2016年７月受付開始）を含む。

－7.0％

全国消費生活情報ネットワークシステム（PIO-NET）に寄せられた件数※１※２と

総務省における総受付件数※３ （電気通信消費者相談センター及び総合通信局等の受付件数）

－7.4％
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×

○

○

①自己の氏名又は名称

②勧誘である旨

×

×

○

○

①自己の氏名又は名称

②勧誘である旨

店舗販売

電話勧誘
訪問販売
通信販売

初回の電気通信役務の勧誘 別件に続く電気通信役務の勧誘

○

【総務省令による適用除外】 【総務省令による適用除外】

【総務省令による適用除外】

③当該勧誘に係る電気通信役務
を提供する電気通信事業者の
氏名又は名称 (販売代理店の場合)

③当該勧誘に係る電気通信役務
を提供する電気通信事業者の
氏名又は名称(販売代理店の場合)

自己の氏名等を告げずに勧誘する行為が適用除外されるケース

○ 電気通信役務の提供に関する契約の締結の『勧誘』に先立って「自己の氏名若しくは名称」又は当該契約の締結の「勧誘である
旨」を告げずに勧誘する行為の禁止について、総務省令において定める適用除外は、販売形態ごとにそれぞれ次のとおり。

• 店舗販売の場合：
「自己の氏名又は名称」については明らかであるため告げる必要はない。
※ 「店舗」には、商業施設内の一部等に出店する仮設の販売ブースなどの一時的な店舗も含む。

※ 「勧誘である旨」については、利用者が認識できているか明らかでない場合もあるため、告げる必要がある。

• 電話勧誘、訪問販売及び通信販売の場合：
別件（他の勧誘や修理申込み等）に引き続いて勧誘を行う場合で、既に「自己の氏名又は名称」を告げており、利用者が既に認識
できている場合には、改めて告げる必要はない。
※ これ以外の場合は「自己の氏名又は名称」について告げる必要がある。

※ 「勧誘である旨」については、利用者が認識できているか明らかでない場合もあるため、告げる必要がある。

（注） 法人契約は適用除外ではない。

※ 利用者の希望に応じた対応を行う場合は「勧誘」に当たらないため、解釈上当然に本規定の適用対象外となる。また、オンラインのキャンペーン等で、特定の利用者に対して契約の締結に
向けた働きかけを行わないものについても「勧誘」に該当しないため、解釈上当然に本規定の適用対象外となる。
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31

N=5000 
期間：H29年度（H29.4～H30.3)

N=2000
期間：R3年度（R3.4～R4.3)

苦情の分析結果の概要及び発生起因の比較

電気通信事業者又は媒介

等業務受託者のいずれか

が不明な場合

36.7%

媒介等業務受託者起因

17.7%

電気通信事業者起因

12.0%

その他（利用者起因）

10.2%

その他（利用者起因に該

当しない場合）

23.4%

電気通信事業者起因

36.8%

媒介等業務受託者起因

12.1%

電気通信事業者又は媒

介等業務受託者のいず

れかが不明な場合

14.7%

その他（利用者起因）

10.9%

その他（利用者起因に

該当しない場合）

25.7%

概要

発生起因の比較

○H29年度 ・・・全体のうち、66.4%が電気通信事業者又は媒介等業務受託者起因の苦情であり、媒介等業務受託者起因（17.7%）による苦情が最も多く見られた。
○R3年度 ・・・全体のうち、63.6%が電気通信事業者又は媒介等業務受託者起因の苦情であり、電気通信事業者起因（36.8％）による苦情が最も多く見られた。



31.0%
27.4%

22.6%
19.9%

18.1%
9.4%

7.9%
7.4%

6.6%
5.9%

4.1%
4.0%

3.5%
3.4%
3.4%

2.4%
1.1%
1.1%

0.3%
0.3%

2.9%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0%

⑦故意に事実を告げず、不実のことを告げたこと…
⑥利益が生ずることが確実であると誤解させる断…
⑪契約の内容について説明がなかったこと等が要…

⑰締結後その他
⑧勧誘主体等を明示しないことが要因であるもの
⑮苦情及び問合せに適切・迅速に対処していな…
⑤契約を締結しない、勧誘の継続を希望しない…

⑬締結時その他
⑫利用者の属性、知識等に配慮した説明がな…
④勧誘を受ける意思がないのに勧誘を受けたこ…
⑨勧誘目的を明示しないことが要因であるもの
⑲申込みの受付、債務履行等についての遅延…

⑯初期契約解除の運用が要因であるもの
⑩勧誘時その他

⑭契約の内容について明示されなかったことが要…
⑳契約締結過程のいずれにも関わる苦情・相談…
⑱偽計・暴行・脅迫・威迫行為が要因であるもの

②誤認させる広告が要因であるもの
①事実に相違する広告が要因であるもの

③広告時その他
㉑不明

⑫説明義務違反
⑱締結後その他

⑧勧誘主体等を明示しないことが要因であるもの
⑯苦情等処理義務違反

⑤継続勧誘

④不要な勧誘
⑩勧誘目的であることを告げない勧誘

⑳不当な履行遅延
⑰初期契約解除

⑪勧誘時その他
⑮契約締結後書面交付義務

㉑全般その他
⑲偽計・暴行・脅迫行為

②誤認公告

①虚偽広告

㉒不明

⑭締結時その他

32
苦情要因の比較（不実告知又は事実不告知、説明義務違反等）

N=3139※ 期間：H29年度（H29.4～H30.3)
※ 分類総数（5000件）から、発生起因の「その他（利用者起因）」（509
件） 、「その他（利用者起因に該当しない場合）」（1168件）及び苦情対象の
「その他」（185件）を除いた数

※ 一件の苦情相談で複数の項目に該当するものがあれば、各項目に計上しているため、合計は必ずしも100%にならない。

：締結前の誘引段階 ：締結前の勧誘段階 ：締結時の段階 ：締結後の段階 ：契約締結過程のいずれにも関わる

36.2%
16.4%

12.8%
9.9%

8.5%
7.6%

6.3%
6.3%
5.8%
5.4%

4.7%
4.0%

2.6%
2.5%
2.5%

1.9%
1.8%
1.7%
1.2%
0.8%
0.7%
0.3%

0.0% 5.0%10.0%15.0%20.0%25.0%30.0%35.0%40.0%

⑱締結後その他
⑯苦情等処理義務違反

⑫説明義務違反
⑥断定的な案内による勧誘

㉑全般その他
⑦不実告知、又は事実不告知

⑧虚偽告知による勧誘
⑨誤解を与える勧誘

⑪勧誘時その他
⑬適合性原則（属性、知識等への配慮）違反

⑭締結時その他
⑳不当な履行遅延

⑮契約締結後書面交付義務
④不要な勧誘（継続勧誘は除く）

⑰初期契約解除
㉒不明

⑩勧誘目的であることを告げない勧誘
⑤継続勧誘

③広告時その他
①虚偽広告
②誤認広告

⑲偽計・暴行・脅迫行為

N=1217※ 期間：R3年度（R3.4～R4.3) 
※ 分類総数（2000件）から、発生起因の「その他（利用者起因）」（218件）、
「その他（利用者起因に該当しない場合）」（518件）及び苦情対象の「その他」
（52件）を除いた数

⑦不実告知、又は事実不告知
⑥断定的な案内による勧誘

⑬適合性原則（属性、知識等への配慮）違反

概要

改正前後の苦情要因を分析すると、令和元年改正で導入した勧誘行為規制に関連する苦情（締結前の勧誘段階での苦情： ）の割合が減少して
おり、制度改正は一定の効果が出ているものと評価できる。



31.4%

25.5%

12.8%

10.6%

8.8%

7.9%

6.4%

5.6%

2.9%

2.9%

2.9%

2.8%

2.2%

1.0%

1.0%

0.6%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0%

解約の条件・方法

通信料金の支払（心当たりのない請求等）

事業者等の相談窓口の応対

勧められて事業者等を乗換/新規契約

ネットワークの繋がりやすさ、繋がるエリア

通信契約の加入・変更手続き

通信以外の商品・サービス・コンテンツの料金・内容

端末故障・使い勝手等

通信速度制限、利用制限

ネットワークの品質

利用開始時期・工事

接客態度等、販売勧誘以外の応対

通信料金の設定水準等（高額過ぎる等）

期間拘束契約、自動更新

インターネットサービス利用上のトラブル

オプション等の勧誘

（参考）第10回モニタリング定期会合 資料② 苦情相談の項目・観点【新型コロナウイルス関連】

○ 「解約の条件・方法」に関する苦情相談が最も多く、その中でも「解約の方法（解約の申出方法等）」に関する苦情が多
い。その後に、「通信料金の支払」、「事業者等の相談窓口の応対」が続く。コロナウイルス禍における事業者側の業務体制の
変更が分析結果に影響していると考えられる。

※ 一件の苦情相談で複数の項目に該当するものがあれば、各３項目（最大３項目）に計上しているため、合計は必ずしも100%にならない。
項目・観点が不明なものは、グラフから除外している。

事例（一例）
・コロナウイルスの影響でテレワークとなったため、モバイルＷｉ
－Ｆｉルータを３日前に申し込んだ。ルーターは届き、通信
状態に不満はないが、高額の違約金があることに気が付いた。
書面には小さい字で記載があるだけで、申込時に、このような
解約規定があることは気づかなかった。悪質な業者なので即
刻解約したい。
・携帯電話を解約したいので店舗に出向いたが、コロナの影
響で５月上旬まで店舗では解約できないと言われた。本当
か。

事例（一例）
・今月請求の妻のスマートフォンの通話料がいつもより
高額で明細を調べたいがコールセンターにつながらずコ
ロナの影響で店舗でも対応されない。
・クレジットカードに身に覚えのない請求があった。問い
合わせ電話をかけているがコロナの影響で繋がらない。

解約の条件・方法のうち、解約の条件（解約費用等）が全体に占める割合は
12.9％、解約の方法（解約の申出方法等）が全体に占める割合は20.1％
※上記の分析結果の算出に当たっては、重複を排除している。

N=781
期間：2020.４~2020.９
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32.8%

26.8%

18.1%

12.4%

9.6%

9.3%

7.7%

4.0%

3.7%

3.6%

3.3%

2.4%

2.0%

1.7%

1.3%

1.2%

1.2%

0.6%

0.5%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0%

電話応答（繋がりにくい等）

契約解除の手続き

申告者の認識との不一致（認識していない料金請求等）

解約ができない

意見・要望

事業者の信用度への不安

虚偽の案内・断定的判断による案内

従業員・職員の態度

通信契約の解約条件等の説明不足

契約者ニーズとの不一致（不要な契約締結等）

通信料金・割引の説明不足

契約後の不十分な情報提供

不利益事項の説明洩れ

オプション等を含む誤案内・案内不足一般

勧誘方法一般

契約先事業者についての説明不足

事務・業務の誤処理

継続的な勧誘

不十分な契約意思の確認

（参考）第10回モニタリング定期会合 資料③ 発生要因（申告内容からの推測）【新型コロナウイルス関連】

○ 「電話応答」に起因すると考えられる苦情相談が最も多く、「契約解除の手続」、「申告者の認識との不一致」が続く。これま
での分析同様、コロナウイルス禍における事業者側の業務体制の変更により、利用者からの事業者等に対する連絡をこれま
で同様に行うことが難しくなり、結果として解約の手続等でトラブルが起こっていると考えられる。

※ 一件の苦情相談で複数の項目に該当するものがあれば、各項目（最大３項目）に計上しているため、合計は必ずしも100%にならない。
発生要因が不明なものは、グラフから除外している。

事例（一例）
・スマホの解約をしたいが非常事態宣言が出された
ため、ショップではプラン変更も解約も受け付けない
という。電話もつながらずどうすればよいか。
・コロナで減収となり携帯電話料金を支払う事が困
難。支払猶予期間が無いか問合せているが混み
合っていて不通。対処法は。

事例（一例）
・モバイルＷｉ－Ｆｉを解約料が不要な期間に手続きし
たつもりが、新型コロナの影響で業務縮小していて手続きが
遅れ解約金を請求された。
・亡くなった夫のスマホを今月中に違約金無く解約したいが、
新型コロナの影響で事業者に解約の電話がつながらず、店
舗も閉まっていて困っている。

契約解除の手続のうち、解約費用への不満が全体に占める割合は12.3％、契
約解除の手続きへの不満（解約方法等）が全体に占める割合は15.4％
※上記の分析結果の算出に当たっては、重複を排除している。

N=781
期間：2020.４~2020.９
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（参考）第10回モニタリング定期会合 資料① 新型コロナウイルスに関連した苦情相談の推移

○ 2020年度上半期から感染が拡大し始めた新型コロナウイルスは生活の様々な場面に影響を与えた。本分析では、新型コロ
ナウイルスが電気通信サービスにどのような影響を与えたかを確認するために、電気通信サービスに対する苦情相談のうち、新型
コロナウイルスに関連したものを分析した。

○ 苦情相談の件数としては４月、５月が多く、その後は右肩下がりの状況となっている。また、サービス別に見ると、新型コロナウ
イルスに関連した苦情相談はＭＮＯサービスに対して多く寄せられていることが分かる。

N=781
期間：2020.４~2020.９合計781件

214
209

118
84 81 75

0

50

100

150

200

250

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

コロナウイルスに関連した苦情相談件数
（2020年度上半期）

44.2%

14.2%

15.6%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

MNO

MVNO

FTTH

サービス別の新型コロナウイルス
に関連した苦情相談の割合

注：その他サービスに対して寄せられた苦情相談もあり、また、複数
サービスにまたがった苦情相談もあるため、合計は100％にはな
らない。
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【モニタリング定期会合データの比較】

苦情相談の傾向分析の方法等（2018年度分）

合計：75,644件※1 （このうち、約1/3の25,161件を無作為抽出し、分類・整理を実施）
内訳：ＰＩＯ－ＮＥＴ※2（全国の消費生活センター等で受付）：65,178件 （このうち21,679件について分類・整理を実施）

総務省（電気通信消費者相談センターや各総合通信局等で電話受付）：8,406件 （このうち2,791件について分類・整理を実施）
総務省（Ｗｅｂ受付）：2,060件 （このうち691件について分類・整理を実施）

※１ 傾向分析の作業を効率的に進めるため、ＰＩＯ－ＮＥＴ分の苦情相談については、以下の時点で登録された記録を対象としたため、次頁の苦情相談総件
数とは一致しない。
平成30年4月～9月の期間→同年11月1日まで。平成30年10月～平成31年1月の期間→同年3月1日まで。平成31年２月～３月の期間→令和元年5月6日まで。

※２ パイオネット（全国消費生活情報ネットワークシステム）：国民生活センターと全国の消費生活センター等をオンラインネットワークで結び、消費生活に関する
相談情報を蓄積しているデータベース。消費生活センター等からの経由相談は含まれない。

●：複数選択項目 ○：単一選択項目

傾向分析の対象とした苦情相談件数

対象期間等

分類項目

分類・整理は、総務省において設定した独自の分類項目により実施。

●サービス種類（ＭＮＯ
※１

、ＭＶＮＯ
※１

、ＦＴＴＨ、ケーブルテレビインターネット 等）
○発生チャネル(苦情相談の要因となった販路又は応対場所 等)（キャリアショップ、量販店、電話勧誘、訪問販売、コールセンター 等）

○事業者名
○店舗名又は代理店名

※２
○相談者（契約者）の属性（年代等）

●苦情相談の項目・観点（通信料金の支払、解約の条件・方法、通信契約の加入・変更手続き、通信以外の商品・サービス・コンテ
ンツの料金・内容、事業者等の乗換え 等）

●発生要因（申告者の認識との不一致、契約解除の手続き、通信料金・割引の説明不足、事業者の信用度への不安、契約先事業
者についての説明不足 等）

○要望内容（契約解除、返金・支払い免除、事業者対応の改善、契約状況の確認、事業者信用度の確認、制度・政策の改善 等）

○発生時期（契約初期
※３

、利用中、解約時、解約後 等）

※１：事業者名をもとに判別。 ※２：実際には判別困難なものが多い ※３：おおむね、工事前又は契約書面到着後８日以内。

平成３０年４月～平成３１年３月の期間の苦情相談情報を対象に実施。
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【モニタリング定期会合データの比較】

苦情相談の傾向分析の方法等（2021年度分）

合計：67,693件※1 （このうち、約1/3の22,533件を無作為抽出し、分類・整理を実施）

内訳：①ＰＩＯ－ＮＥＴ※2（パイオネット：全国の消費生活センター等で受付）：49,385件 （このうち16,466件について分類・整理を実施）

②総務省（電気通信消費者相談センターや各総合通信局等で電話受付）：12,120件 （このうち4,001件について分類・整理を実施）

③総務省（Ｗｅｂ受付）：6,188件 （このうち2,066件について分類・整理を実施）

※１ 傾向分析の作業を効率的に進めるため、ＰＩＯ－ＮＥＴ分の苦情相談については、以下の時点で登録された記録を対象としたため、次頁の苦情相談総件数とは一致し
ない。

2021年４月～６月の期間→同年８月１日まで。2021年７月→同年９月１日まで。2021年８月→同年10月１日まで。2021年９月→同年11月１日まで。2021年10月→同年12月１日ま
で。2021年11月→2022年１月１日まで。2021年12月→2022年２月１日まで。2022年１月→同年３月１日まで。2022年２月→同年４月１日まで。2022年３月→同年４月20日まで。

※２ ＰＩＯ－ＮＥＴ（全国消費生活情報ネットワークシステム）：国民生活センターと全国の消費生活センター等をオンラインネットワークで結び、消費生活に関する相談情報を蓄
積しているデータベース。消費生活センター等からの経由相談は含まれない。

●：複数選択項目 ○：単一選択項目

傾向分析の対象とした苦情相談件数

対象期間等

分類項目

分類・整理は、総務省において設定した独自の分類項目により実施。

●サービス種類（ＭＮＯ
※１

、ＭＶＮＯ
※１

、ＦＴＴＨ、ケーブルテレビインターネット 等）
○発生チャネル(苦情相談の要因となった販路又は応対場所 等)（キャリアショップ、量販店、電話勧誘、訪問販売、コールセンター 等）
○事業者名
○店舗名又は代理店名

※２
○相談者（契約者）の属性（年代等）

●苦情相談の項目・観点（通信料金の支払、解約の条件・方法、通信契約の加入・変更手続き、通信以外の商品・サービス・コンテンツの料金・内容、勧
められて事業者等を乗換／新規契約 等） ※最大３つまで計上

●発生要因（申告者の認識との不一致、契約解除の手続き、通信料金・割引の説明不足、事業者の信用度への不安、契約先事業者についての説明不
足等） ※最大３つまで計上

○発生時期（契約初期
※３

、利用中、解約時、解約後、勧誘時（検討時） 等）
○要望内容（契約解除、返金・支払い免除、事業者対応の改善、契約状況の確認、事業者信用度の確認、制度・政策の改善 等）

※１：事業者名をもとに判別。 ※２：実際には判別困難なものが多い。 ※３：おおむね、工事前又は契約書面到着後８日以内。

2021年４月～2022年３月の期間の苦情相談情報を対象に実施。
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35.6%

28.5%

5.1%

5.6%

1.6%

FTTHサービス

MNOサービス

MVNOサービス

プロバイダ

（分離型ISP 等）

ケーブルテレビ

インターネットサービス

3,030万

（前年同期：2,925万）

1億5,517万

（同：1億5,201万）

2,094万

（同： 1,840万）

－

396万
（同： 385万）

音声付等

３.5%

※2

※ 上記の他、その他固定系
※3

：18.0%、その他移動系
※4

：8.5%

【モニタリング定期会合データの比較】

2018年度 サービス種類別

○ ＰＩＯ－ＮＥＴ及び総務省で受け付けた苦情相談総受付件数のうち、約１／３を無作為抽出して分類・整理を行った場合の
各サービス種類別の内訳は以下のとおり。ＦＴＴＨサービスの比率が最も高く、その次にＭＮＯサービスの比率が高い。

N=25,161 期間：H30．4～H31．3月
※1:総務省「電気通信サービスの契約数及びシェアに関する四半期データの公表（平成30年度第4四半期（3月末））」（R1.6.21）より、引用。

平成31年3月末時点の契約数。法人契約等も含まれるため、一般消費者からの通常の苦情相談の対象となるサービス範囲とは必ずしも一致しない。
※2：「プロバイダ」には、アクセス回線と一体的に提供されるサービスを「プロバイダ」と表現したため計上されている事例が多く含まれている。
※3：「その他固定系」には、固定電話、ＩＰ電話、インターネットサイト（ex：知らぬ間にインターネット通販の有料会員になっていた）、ＰＣの保守管理等に関するもの等が含まれている。
※4：「その他移動系」には、提供事業者が不明の移動通信サービスやスマホアプリ等に関するものが含まれている。

データ
専用

1.6％

＜参考＞※1

契約数（H31.3末時点）

38



25.2%

23.1%

5.3%

2.8%

0.6%

MNOサービス

FTTHサービス

MVNOサービス

プロバイダサービス

ケーブルテレビイン

ターネットサービス

3,667万

（前年同期：3,502万）

1億7,687万

（前年同期：1億6,900万）

2,654万

（同： 2,610万）

－

461万
（同： 459万）

音声付
等

1.1%

※2

※ 上記の他、その他固定系
※3

：12.8%、その他移動系
※4

：7.8%、その他
※5

：25.6%

【モニタリング定期会合データの比較】

2021年度 サービス種類別

○ ＰＩＯ－ＮＥＴ及び総務省で受け付けた苦情相談総受付件数のうち、約１／３を無作為抽出して分類・整理を行ったところ、

各サービス種類別の内訳は以下のとおり。ＭＮＯサービスの比率が最も高く、その次にＦＴＴＨサービスの比率が高い。

N=22,533 期間：2021.4～2022.3
※1:総務省「電気通信サービスの契約数及びシェアに関する四半期データの公表（令和３年度第４四半期（３月末））」（2022.6.17）より、引用。

2022年３月末時点の契約数。法人契約等も含まれるため、一般消費者からの通常の苦情相談の対象となるサービス範囲とは必ずしも一致しない。
※2：FTTH回線と一体的に提供されるISPサービスが「プロバイダ」のみに計上されている可能性がある。
※3：「その他固定系」には、固定電話、ＩＰ電話、インターネットサイト（ex：知らぬ間にインターネット通販の有料会員になっていた）に関するもの等が含まれている。
※4：「その他移動系」には、提供事業者が不明の移動通信サービス等に関するものが含まれている。
※5:「その他」には、スマホアプリ、ＰＣの保守管理等に関するものが含まれている。

データ専用
4.2％

＜参考＞※1

契約数（2022.3末時点）
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店舗（ｷｬﾘｱｼｮｯﾌﾟ）

37.5%

店舗（不明、その他）

11.2%

店舗（量販店） 4.7%

コールセンター

11.5%

電話勧誘 2.4%

訪問販売 1.6%

通信販売（web）

1.3%

通信販売（電話）

0.6%

工事関連 0.6%

不明、その他

28.5%

電話勧誘

55.8%

訪問販売

8.0%
店舗（ｷｬﾘｱｼｮｯﾌﾟ）

5.0%

店舗（不明、その他）
2.4%

店舗（量販店）
1.4%

コールセンター
7.8%

工事関連 2.3%

通信販売（電話）

2.6%

通信販売（web）
1.2%

不明、その他
13.7%

【モニタリング定期会合データの比較】 苦情相談の内容（2018年度の分析結果）（概要）

１．通信料金の支払（心当たりのない請求等） ２２．３％

例）・ 高額な利用料を請求されたが、なぜそうなって
いるのかわからない。

・通信料金の請求額が説明を受けた額と違う。

２．解約の条件・方法（解約料等） １９．３％

例）・ Wi-Fiを勧められて契約したが、不要なので解約したい。
・ 解約する際には高額な違約金の支払いが必要

と言われたが、納得できない。

３．通信契約の加入・変更手続き １３．６％

例）・ 契約の際、不要な高額プランやセット契約を勧
められて契約してしまった。

・ 契約をしようとしたが、審査に通らないと言われ、
その理由も教えてもらえない。

（ＭＮＯサービス）

（１）苦情相談の要因となったチャネル又は応対場所等について

Ｎ＝7,174

１．勧められて事業者等を乗換え ４７．６％
例）・「通信料が安くなる」との電話があり、言われるままに契約

手続きをしてしまったが、高額となり不満。
・現在利用中の事業者からのプラン変更の電話だと思い契
約を承諾してしまったら、別の事業者だった。

２．解約の条件・方法（解約料等） ２３．８％
例）・現在利用中の事業者からの電話だと思い契約を承諾した

が、別の事業者だった。解約したいが電話がつながらない。
・「通信料が安くなる」との電話があり契約したが、実際に
は高額となった。違約金等の負担なく解約したい。

３．通信契約の手続き １４．３％

例）・契約申込みを行っていないのに書面が届いた。

・契約先や内容等が理解できないまま契約してしまっ
たが、元の契約に戻したい。

（ＦＴＴＨサービス）
Ｎ＝8,962

（２）苦情相談の例（主な「苦情相談の項目・観点」 (上位３つ）と内容） ［電話勧誘について］

店舗（不明、その他）

12.8%

店舗（ｷｬﾘｱｼｮｯﾌﾟ）
11.4%

店舗（量販店）7.6%

コールセンター

13.9%通信販売

（web）

10.9%

電話勧誘

7.0%

訪問販売 2.8%

通信販売

（電話）

1.8%

工事関連

0.3%

不明、その他

31.5%

１．解約の条件・方法（解約料等） ２７．３％
例）・通信速度が遅く使いづらいので、解約したい。

違約金の負担なく解約可能か。（ﾃﾞー ﾀ通信専用）

・期待したほど料金が安くならないので、解約した
が、違約金を請求され不満。（音声通話付）

２．通信料金の支払（心当たりのない請求等） ２１．８％
例）・解約したはずの料金が請求され続けている。

（ﾃﾞｰﾀ通信専用）

・専用アプリを通していなかったため、高額な通話
料金を請求された。不納得。（音声通話付）

３．通信以外の商品・サービス・コンテンツの料金・内容
１２．１％

例）・キャッシュバックを受け取れるはずだったが、受
け取れなかった。

（ＭＶＮＯサービス）
Ｎ＝1,277
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電話勧誘 37.2%

訪問販売

12.7%

工事関連 7.6%
店舗（その他）

4.8%

オンライン契約

2.3%

店舗（量販店）

2.0%

通信販売（電話）

1.3%

店舗（ｷｬﾘｱｼｮｯﾌﾟ）

0.5%

コールセンター

0.3%

不明、その他

31.4%

【モニタリング定期会合データの比較】 苦情相談の内容（2021年度の分析結果）（概要）

（ＭＮＯサービス）

（１）苦情相談の要因となったチャネル又は応対場所等について

（ＦＴＴＨサービス）

（２）苦情相談の例（主な「苦情相談の項目・観点」 (上位３つ）と内容）

（ＭＶＮＯサービス）

（注）「その他」には苦情相談の要因となった具体的なチャネルに分類できな
いもの（チャネルに関する言及がないもの等）が含まれている

Ｎ＝5,200

１．勧められて事業者等を乗換え ５６．６％
例）・携帯通信会社を名乗る業者から光回線の電話勧誘を受

け、申込や契約をした覚えがないのに書面が届いた。
・電話勧誘を受けて断ったが、個人情報を伝えてしまったた

め不安だ。
２．解約の条件・方法（解約料等） ３７．６％
例）・電話勧誘を受けて契約した。しかしその後の対応

が悪く、信用できないため解約しようとしたところ、違
約金を請求された。
・安くなると電話勧誘を受けて契約したが、高くなった。元に
戻したいがどうすればよいか。

３．通信料金の支払（心当たりのない請求等） １６．２％

例）・電話勧誘を受けて契約したが、契約内容の書面を
見ると心当たりのないオプションが付いていた。

・電話勧誘を受けて申し込んでしまったが、翌日キャ
ンセルの旨を伝えた。しかし請求書が届いた。

１．通信料金の支払（心当たりのない請求等） ３２．１％

例）・携帯電話料金の請求に覚えが無い番号の請求
が長年含まれていたことが分かった。

・高額なスマホ通話料の明細表が届いた。３時間
もの通話をしたことになっているが身に覚えなし。

２．解約の条件・方法(解約料等) ２０.４％

例）・契約したスマホをＡ業者からＢ業者に乗り換えし
た時に１回線が解約されずに毎月請求が続いて
いた。

・解約時に解約金発生を初めて認識。責任者から
解約金はないとの説明は違っていた。返金希望。

３．勧められて事業者等を乗換/新規契約 １９．８％

例）・高額なプランを勧められ断れず契約した。安い
プランへの変更を拒否され納得できない。

・解約できず、不要な機器をセットで買わされ不満。

Ｎ＝1,248

１．解約の条件・方法 ５５．７％
例）・契約を解除したいが、事業者と連絡が取れない。

（ﾃﾞー ﾀ通信専用）
・解約の際に高額な違約金を請求された。（音声通
話付）

２．通信料金の支払（心当たりのない請求等） ２７．２％

例）・身に覚えのない料金プランで利用料を請求され
る。（ﾃﾞｰﾀ通信専用）

・解約した後も利用料を請求される。（音声通話付）
３．勧められて事業者等を乗換/新規契約 ２４．５％

例）・キャッシュバックで実質無料と言われ契約したが、
返金分が振り込まれない。（ﾃﾞｰﾀ通信専用）

・端末代金無料と聞き契約したが、解約時に端末代
の残債を請求された。（音声通話付）

オンライン契約

17.5%
店舗（その他） 6.1%

電話勧誘 5.5%

店舗（量販店）

4.3%
訪問販売 2.6%

通信販売

（電話）

0.9%

店舗（ｷｬﾘｱｼｮｯﾌﾟ）

0.4%コールセンター 0.3%工事関連 0.1%

不明、その他 62.3%

店舗（その他）

33.6%

店舗（ｷｬﾘｱｼｮｯﾌﾟ） 6.7%

オンライン契約 5.6%

店舗（量販店） 3.9%

電話勧誘 1.8%
訪問販売 0.9%

コールセンター 0.7%通信販売（電話） 0.2%

工事関連 0.1%

不明、その他

46.6%

Ｎ＝5,815

※「店舗」計：44.2%
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22.3%

19.3%

13.6%

13.2%

11.0%

10.2%

9.7%

8.9%

7.6%

7.1%

5.1%

4.4%

3.9%

3.5%

2.4%

2.3%

1.9%

0.9%

0.8%

0.5%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0%

通信料金の支払（心当たりのない請求等）

解約の条件・方法（解約費用等）

通信契約の加入・変更手続き

接客態度等、販売勧誘以外の応対

通信以外の商品・サービス・コンテンツの料金・内容

事業者等の相談窓口の応対

通信料金の設定水準等（高額過ぎる等）

勧められて事業者等を乗換え

勧められて新規に契約

端末故障・使い勝手等

勧められて端末を追加購入

オプション等の勧誘

制度・政策

インターネットサービス利用上のトラブル

ネットワークの品質

ネットワークの繋がりやすさ、繋がるエリア

期間拘束契約、自動更新

通信速度制限、利用制限

利用開始時期・工事

通信速度（速度制限に関するケースは除く）

【モニタリング定期会合データの比較】

2018年度 苦情相談の要因となったチャネルと苦情相談の項目・観点【MNO】

○ 主な発生元は、キャリアショップ等の「店舗」であり、「通信料金の支払」に関する苦情相談が最も多い。

※一件の苦情相談で複数の項目に該当するものがあれば、各項目に計上しているため、合計は必ずしも100%にならない。
不明やその他はグラフから除外している。

＜苦情相談の要因となったチャネル＞ ＜苦情相談の項目・観点＞

店舗（ｷｬﾘｱｼｮｯﾌﾟ）

37.5%

店舗（その他）

11.5%

店舗（量販店）
4.7%

コールセンター
11.2%

電話勧誘 2.4%

訪問販売 1.6%

通信販売
（web）

1.3%

工事関連
0.6%

通信販売

（電話）
0.6%

不明、その他

28.5%

Ｎ＝7,174
期間：H30.4～H31.3

※ 「店舗」計：53.7％

(参考)
昨年度は、

①通信料金の支払（心当たりのない請求等）(24.5％)、
②解約の条件・方法（解約費用等）(19.3％)、
③通信料金の設定水準等（高額すぎる等）（14.5％）が上位3位。
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【モニタリング定期会合データの比較】

2021年度 苦情相談の要因となったチャネルと苦情相談の項目・観点【MNO】

※一件の苦情相談で複数の項目に該当するものがあれば、各項目に計上しているため、合計は必ずしも100%にならない。
不明やその他はグラフから除外している。

＜苦情相談の要因となったチャネル＞ ＜苦情相談の項目・観点＞

Ｎ＝5,815
期間：2021.4～2022.3

※ 「店舗」計：44.2％

解約の条件・方法のうち、解約の条件（解約費用
等）が全体に占める割合は8.1％、解約の方法（解
約の申出方法等）が全体に占める割合は13.1 ％
※上記の分析結果の算出に当たっては、重複を排

除している。

(参考)
前年度は、

①通信料金の支払（心当たりのない請求等）(37.5％)、
②通信契約の加入・変更手続き(19.1％)、
③解約の条件・方法（18.0％）

が上位3位。

○ 「店舗」を発生チャネルとする割合が前年度から18.0%増加し、44.2%となっている。このことから、コロナ禍で減ってい
た店舗での手続が、徐々に元の状況に戻ってきていることが伺える。

○ 項目・観点としては、前年度同様、「通信料金の支払」に関する苦情相談が最も多い。

（注）「その他」には苦情相談の要因となった
具体的なチャネルに分類できないもの
（チャネルに関する言及がないもの等）が
含まれている

32.1%

20.4%

19.8%

18.9%

15.3%

11.0%

6.5%

5.9%

5.8%

5.7%

1.6%

1.3%

0.9%

0.7%

0.4%

0.4%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0%

通信料金の支払（心当たりのない請求等）

解約の条件・方法

勧められて事業者等を乗換/新規契約

通信契約の加入・変更手続き

事業者等の相談窓口の応対

端末故障・使い勝手等

接客態度等、販売勧誘以外の応対

ネットワークの繋がりやすさ、繋がるエリア

通信以外の商品・サービス・コンテンツの料金・…

通信料金の設定水準等（高額過ぎる等）

期間拘束契約、自動更新

ネットワークの品質

通信速度制限、利用制限

オプション等の勧誘

利用開始時期・工事

インターネットサービス利用上のトラブル

店舗（その他）

33.6%

店舗（ｷｬﾘｱｼｮｯ

ﾌﾟ） 6.7%

オンライン

契約

5.6%

店舗（量販

店） 3.9%

電話勧誘

1.8%

訪問販売 0.9%

コールセンター

0.7%

通信販売

（電話）

0.2%

工事関連 0.1%

不明、その他

46.6%
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【モニタリング定期会合データの比較】

2018年度 苦情相談の要因となったチャネルと苦情相談の項目・観点【MVNO】

店舗（不明、その他）
12.8%

店舗（ｷｬﾘｱｼｮｯﾌﾟ）11.4%

店舗（量販店）7.6%

コールセンター

13.9%通信販売

（web）

10.9%

電話勧誘

7.0%

訪問販売 2.8%
通信販売（電話）

1.8%

工事関連

0.3%

不明、その他

31.5%

N=1,277 期間：H30年度

音声通話付等：0.2%
データ通信専用：0.2%

音声通話付等：6.1%
データ通信専用：4.8%

音声通話付等：9.8%
データ通信専用:1.6%

音声通話付等：9.6%
データ通信専用：4.3%

音声通話付等:7.9%
データ通信専用：4.9%

音声通話付等:4.5%
データ通信専用:2.6%

音声通話付等：5.2%
データ通信専用：2.4%

音声通話付等：0.8%
データ通信専用：1.0%

音声通話付等：2.3%
データ通信専用：0.5%

音声通話付等：22.7%
データ通信専用：8.8%

※ 「店舗」計：31.7％
音声通話付等：22.9％
データ通信専用：8.8％

○ 主な発生元は、「店舗」であり、「コールセンター」が続く。「解約の条件・方法」に関する苦情相談が最も多い。

＜苦情相談の要因となったチャネル＞ ＜苦情相談の項目・観点＞

※一件の苦情相談で複数の項目に該当するものがあれば、各項目に計上しているため、合計は必ずしも100%にならない。
不明やその他はグラフから除外している。

0.9%

1.2%

2.2%

2.5%

3.3%

3.4%

3.8%

4.7%

4.9%

5.3%

6.7%

7.1%

7.8%

8.4%

9.9%

10.6%

12.0%

12.1%

21.8%

27.3%

0.7%

0.7%

0.6%

1.3%

1.3%

2.5%

2.7%

3.5%

3.0%

2.5%

5.6%

4.9%

5.2%

6.3%

6.8%

5.7%

8.8%

8.6%

16.3%

16.2%

0.2%

0.5%

1.6%

1.3%

2.0%

0.9%

1.1%

1.2%

1.9%

2.8%

1.1%

2.3%

2.6%

2.0%

3.1%

4.9%

3.2%

3.5%

5.5%

11.0%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0%

利用開始時期・工事

期間拘束契約、自動更新

通信速度（速度制限に関するケースは除く）

通信速度制限、利用制限

勧められて端末を追加購入

制度・政策

その他オプション等の勧誘

インターネットサービス利用上のトラブル（架空請求・メッセージアプリ等）

その他ネットワークの品質

ネットワークの繋がりやすさ、繋がるエリア

通信料金制度関連（高額過ぎる等）

端末故障・使い勝手等

勧められて事業者等を乗換え

接客態度等、販売勧誘以外の応対

相談窓口の応対

勧められて新規に契約

通信契約の手続き

通信以外の商品・サービス・コンテンツの料金・内容

料金支払（不払い・身に覚えのない請求等）

解約の条件・方法

音声通話付等

データ通信専用

(参考)
昨年度は、

①解除の条件・方法(全体27.1％、音声通話付等
15.4％、データ通信専用11.6％)、

②通信料金の支払（心当たりのない請求等）(全体16.9％、
音声通話付等11.6％、データ通信専用5.3％)、

③勧められて新規に契約（全体14.0％、音声通話
付等8.3％、データ通信専用5.6％）が上位3位。
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0.1%

0.5%

0.6%

2.1%

2.5%

3.4%

4.2%

4.3%

4.6%

7.2%

7.9%

9.2%

12.3%

24.5%

27.2%

55.7%

0.1%

0.2%

0.2%

0.8%

0.3%

0.1%

0.2%

0.6%

1.4%

2.6%

1.8%

0.6%

3.5%

4.6%

7.3%

6.3%

0.0%

0.3%

0.4%

1.3%

2.2%

3.4%

4.0%

3.8%

3.3%

4.6%

6.0%

8.6%

8.7%

20.0%

20.0%

49.4%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

オプション等の勧誘

利用開始時期・工事

インターネットサービス利用上のトラブル

通信料金の設定水準等（高額過ぎる等）

接客態度等、販売勧誘以外の応対

ネットワークの品質

通信速度制限、利用制限

期間拘束契約、自動更新

通信以外の商品・サービス・コンテンツの料金・内容

端末故障・使い勝手等

事業者等の相談窓口の応対

ネットワークの繋がりやすさ、繋がるエリア

通信契約の加入・変更手続き

勧められて事業者等を変更/新規に契約

通信料金の支払（心当たりのない請求等）

解約の条件・方法

音声通話付等 データ通信専用

オンライン契約

17.5%

店舗（その他） 6.1%

電話勧誘 5.5%

店舗（量販店） 4.3%

訪問販売 2.6%

通信販売（電話） 0.9%

店舗（ｷｬﾘｱｼｮｯﾌﾟ）

0.4%コールセンター 0.3%工事関連 0.1%

不明、その他 62.3%

【モニタリング定期会合データの比較】

2021年度 苦情相談の要因となったチャネルと苦情相談の項目・観点【MVNO】

N=1,248
期間：2021.4～2022.3

音声通話付等：0.1%
データ通信専用：0.0%

音声通話付等：0.2%
データ通信専用:0.7%

音声通話付等：0.6%
データ通信専用：4.9%

音声通話付等:2.2%
データ通信専用：15.3%

音声通話付等：2.2%
データ通信専用：3.9%

音声通話付等：0.1%
データ通信専用：0.2%

※ 「店舗」計：11.6％
音声通話付等：2.8％
データ通信専用：8.8％

○ 主な発生チャネルは「オンライン契約」であり、「店舗（その他）」が続く。「解約の条件・方法」に関する苦情相談が最も多い。

＜苦情相談の要因となったチャネル＞ ＜苦情相談の項目・観点＞

※一件の苦情相談で複数の項目に該当するものがあれば、各項目に計上しているため、合計は必ずしも100%にならない。
不明やその他はグラフから除外している。

音声通話付等：0.2%
データ通信専用：0.2%

音声通話付等：0.8%
データ通信専用：1.8%

(参考)
前年度は、

①解除の条件・方法(全体38.6％、音声通話付等7.6％、データ通信専用31％)、
②通信料金の支払（心当たりのない請求等） (全体29.4％、音声通話付等12.5％、データ 通信専用16.9％)、
③勧められて事業者等を乗換/新規契約 （全体17.8％、音声通話付等2.7％、データ通信専用15.1％）

が上位3位。

解約の条件・方法のうち、解約の条件（解約費用
等）が全体に占める割合は21.7％、解約の方法
（解約の申出方法等）が全体に占める割合は
34.2％
※上記の分析結果の算出に当たっては、重複を
排除している。

音声通話付等:1.0%
データ通信専用:3.3%

音声通話付等：13.1%
データ通信専用：49.2%

45



電話勧誘

55.8%

訪問販売

8.0%
店舗（ｷｬﾘｱｼｮｯﾌﾟ）

5.0%

店舗（不明、その他）
2.4%

店舗（量販店）
1.4%

コールセンター 7.8%

工事関連 2.3%

通信販売（電話）

2.6%

通信販売（web）
1.2%

不明、その他

13.7%

【モニタリング定期会合データの比較】

2018年度 苦情相談の要因となったチャネルと苦情相談の項目・観点【FTTH】

○ 「電話勧誘」を発生元とする苦情相談が過半を占め、そのうち、約半数が「勧められて事業者等を乗換え」に
関する苦情相談である。

N=8,962 期間：H30年度（H30.4～H31.3)

＜苦情相談の要因となったチャネル＞ ＜苦情相談の項目・観点【電話勧誘】＞

※一件の苦情相談で複数の項目に該当するものがあれば、各項目に計上しているため、合計は必ずしも100%にならない。
不明やその他はグラフから除外している。

N=5,001
期間：H30年度（H30.4～H31.3)

47.6%

23.8%

14.3%

12.5%

9.2%

8.1%

7.1%

5.4%

4.6%

2.7%

2.3%

1.4%

1.1%

1.0%

0.6%

0.6%

0.4%

0.4%

0.3%

0.1%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0% 40.0% 45.0% 50.0%

勧められて事業者等を乗換え

解約の条件・方法（解約費用等）

通信契約の加入・変更手続き

勧められて新規に契約

オプション等の勧誘

接客態度等、販売勧誘以外の応対

通信料金の支払（心当たりのない請求等）

通信以外の商品・サービス・コンテンツの料金・内容

通信料金の設定水準等（高額すぎる等）

事業者等の相談窓口の応対

利用開始時期・工事

インターネットサービス利用上のトラブル

勧められて端末を追加購入

制度・政策

ネットワークの品質

期間拘束契約、自動更新

通信速度（速度制限に関するケースは除く）

端末故障・使い勝手等

ネットワークの繋がりやすさ、繋がるエリア

通信速度制限、利用制限

(参考)
昨年度は、①勧められて事業者等を乗換え(39．3％)、

②解約の条件・方法(19.2％)、
③勧められて新規に契約(11.0％) が上位3位。
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56.6%

37.6%

16.2%

14.4%

6.7%

5.4%

4.3%

3.3%

3.1%

2.7%

2.6%

2.2%

1.8%

1.2%

0.5%

0.1%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

勧められて事業者等を乗換/新規契約

解約の条件・方法

通信料金の支払（心当たりのない請求等）
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【モニタリング定期会合データの比較】

2021年度 苦情相談の要因となったチャネルと苦情相談の項目・観点【FTTH】

○ 「電話勧誘」を発生チャネルとする苦情相談が約４割を占め、「勧められて事業者等を乗換/新規契約」に関する苦

情相談が約半数を占める。

＜苦情相談の要因となったチャネル＞ ＜苦情相談の項目・観点＞

※一件の苦情相談で複数の項目に該当するものがあれば、各項目に計上しているため、合計は必ずしも100%にならない。
不明やその他はグラフから除外している。

(参考)
前年度は、①勧められて事業者を乗換/新規契約(58.6％)、

②解約の条件・方法(28.8％)、
③通信料金の支払(22.6％)

が上位3位。

Ｎ＝5,200
期間：2021.4～2022.3

解約の条件・方法のうち、解約の条件（解約
費用等）が全体に占める割合は17.1％、解約
の方法（解約の申出方法等）が全体に占める
割合は22.3％
※上記の分析結果の算出に当たっては、重

複を排除している。

電話勧誘 37.2%

訪問販売 12.7%工事関連

7.6%

店舗（その他）

4.8%

オンライン契約

2.3%

店舗（量販店）

2.0%

通信販売（電話）

1.3%

店舗（ｷｬﾘｱｼｮｯﾌﾟ）

0.5%

コールセンター

0.3%

不明、その他 31.4%
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